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研究成果の概要（和文）：　サービス企業は、経営環境と顧客ニーズの変化に対応するために、顧客志向型組織
であることが重視されるようになってきた。顧客志向性の活性化に関しては、従来は、従業員、チーム、組織、
顧客関係の４次元で別個に議論されてきた。本研究は、顧客志向型組織への変革プロセスを検討するために、従
来の個々の次元を統合しながら、理論的な枠組の検討を行い、試論的な実証研究について総合研究を実施した。
その結果、顧客志向性の活性化には、コミットメント、ジョブ・クラフティング、援助行動だけではなく、組織
認知の改善、顧客志向文化への変革、顧客へのカスタマイゼーション、およびその目的の人的資源開発政策が重
要であることがわかった。

研究成果の概要（英文）：It is widely discussed that it is important to transform service firms into 
customer-centric organizations in order to correspond to current drastic changes of business 
environment and customer needs. This research project attempts to integrate previous analysis of 
customer-centric organizations in four dimensions into a holistic framework. From the pilot studies 
based on our reformed framework, we found that organizational reform and new way of human resource 
development integrating job crafting, organizational commitment, helping behavior, organizational 
recognition and culture change, vital agent activities in customer relationships are important for 
organizational enhancement of customer centricity.

研究分野： 経営組織論

キーワード： 顧客志向型組織　組織変革　ジョブ・クラフティング　組織認知　組織文化　顧客関係　顧客志向性活
性化　サービス産業
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研究成果の学術的意義や社会的意義
　サービス企業は、顧客志向性が重視されるが、実際は従業員のおもてなしだけが注目される。だが、経営組織
論では、製造業の生産志向型組織を基本モデルとしており、顧客志向的組織への注目は、マーケティング論を中
心として近年である。そこでは①従業員、②チーム（職場）、③組織、④顧客関係という4つの次元で別々に議
論されてきた。本研究は、それらの4つの次元を統合的に分析するチームを作り、組織として顧客志向性を全体
的に高めるためには、個人から対外的な顧客関係まで総合的な改革をするプロセスを代表事例やサーベイ調査か
ら明らかにしようとした。そして人材開発を含めて顧客志向性を組織能力として高める方向性が理解できた。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 
 近年、顧客ニーズの多様化や急速な変化が進むため、企業はマーケットイン志向の顧客志向型
組織」へと変革することが重視される。Gronroose（2007）によれば、サービス企業は、内部志向
型モデルを中心として考え、顧客志向型組織に対する分析は不十分だった。Deshpande et al.（1993）
は顧客志向性を「長期的な収益性のある企業へと発展させるように顧客の利益を第一とする」思
考様式や行動パターンと定義し、それを持つような組織への変革が必要であるとする。そうした
認識に基づき、サービスの経営学では顧客志向型組織の特徴が個別領域で論じられた。例えば、
従業員の認知や態度、職場における学習と変革型リーダーシップ、組織文化、部門間との協働マ
ネジメント、社外取締役による顧客の声の代弁と企業統治への影響、顧客コミュニケーション等
が主要なトピックである(Liaw et al., 2010) 。だが Franke & Park (2006)によれば、マーケティング
研究のメタ分析から売上業績増加には、自社サービスを売り込むための顧客志向的態度だけで
は不十分である。組織は、顧客とニーズに関するコミュニケーションを行い、サービスをカスタ
ム化能力（adapting abilities）が必要とされる。企業が、顧客志向性を高めるには、こうしたサー
ビスをカスタム化する組織ルーティンの構築、共有、転換を組織として全体的に進めることが重
要となる。 
 だが、これまでの組織の顧客志向性に関する研究は、①従業員、②チーム（職場）、③組織、
④顧客関係と 4 次元で、別個にその特性の実証的検討が行われていて、総合的な理解が弱かっ
た。ただ、組織の各次元での顧客志向性の活性化改革が、相互に連関して、顧客へのサービスの
改善や革新を全体として進める組織ルーティンの構築につながることが肝要である。従って、本
研究の学術的な問いは、企業組織が顧客志向性を高めるためには、顧客との対話を促進し、その
ニーズを理解し、サービスをカスタム化できる組織変革の全体像を統合的に分析できる枠組の
構築が必要であるとの点にある。そのために、4 つの次元における顧客志向性活性化のプロセス
を検討すると共に、試論的な実証的分析を進める必要がある。 
 
２．研究の目的 
 本研究の目的は、顧客志向型組織のあり方について、従来の 4 つの組織次元（従業員、チーム
（職場）、組織、顧客関係）での論点を整理集約しつつ、顧客ニーズのカスタム化に関わる組織
ルーティンの学習とその実施を進める組織のプロセスについて統合する議論の枠組みを試論的
に構築することにあった。従来の個別の議論では、組織能力の変革の全体的説明力は弱い。顧客
ニーズの認知とサービスのカスタム化に関する組織ルーティンの構築の観点から、従業員、チー
ム、組織、顧客関係の 4 つの組織内の次元での研究成果を対話させつつ、顧客と組織のコミュニ
ケーション・ネットワーク構造をもとにして組織全体の変革を理解する統合的な分析枠組みの
構築を目指す。それに関連して、各次元での試論的な分析枠組みに合わせた計量分析や質的分析
を実施し、その枠組みの有効性を検討する。本研究の主な目的としては次の 4 つがある。  
（1）顧客志向型組織への変革プロセスの統合的理解 
 従来のサービス・マーケティング論では、マーケティング部門のリーダーシップ論として組織
論が論じられてきていた。本研究は、変革ニーズの認知やビジョン共有から行動の変化や定着ま
でのプロセスであり、その変革の進め方の違いと影響要因を検討した。 
（2）マルチレベル研究への対応と統合 
 本研究は、図 1のような①従業員、②チーム（職場）、③組織、④顧客関係の 4 次元で進展し
ている分析を、組織変革の統合的プロセスとして総合する方向性で研究を展開した。 
（3）顧客ニーズのカスタム化能力への注目 
 本研究は、サービス産業の専門化や顧客関係管理の発達を踏まえて、顧客ニーズのカスタム化
能力の構築に関する分析枠組づくりに関して検討を進めた。具体的には各次元でパイロット的
な実証分析（計量、シミュレーション、質的事例分析等）を行った。 
 
図１ 組織の 4 次元での顧客志向性に関わる主要な研究成果の統合的な分析枠組構築 
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（4）産業別および国際比較の観点からの分析 
 ホスピタリティや専門サービスの産業の専門家も含めて、業種を踏まえた分析や国際比較を
行った。なお、当初予定していた複数事例分析については、コロナ禍の関連で、対象企業の協力
から得づらくなったので、この分析項目に入れて試論的な事例分析を行った。 
 
３．研究の方法 
本研究は、①顧客志向型組織への変革の統合的な分析枠組みの構築、②それに基づく統合的事

例分析、③それに効果的な人的資源管理もしくは開発政策の大きく 3 つの分析課題について，総
合的な研究を実施した。そのために、それぞれに複合手な分析手法をとった。 
（1）顧客志向型組織の分析枠組の研究 
 ①顧客志向性の活性化に関する各次元の理論的な展開の分析 
 従業員、チーム（職場）、組織、顧客関係についての４つの次元における 2000 年代以降での組
織行動論、戦略的マーケティング、サービス経営論を含めたサービス経営学の代表的な実証研究
を検討した。従業員、チームの次元においては、顧客志向性活性化について組織行動論での創造
性や認知、援助行動、ジョブ・クラフティングなどに関する理論的な枠組みの検討を行った。 顧
客志向的文化への組織変革に関するマーケティング・マネジメント論などの理論的な枠組みの
検討を行った。さらに、多店舗組織における店舗展開において、単独ブランド集中展開のサービ
ス集中戦略が良いのか、複数ブランドを展開した方が、顧客志向的なのかについても検討を行っ
た。顧客関係については、顧客範囲とサービス範囲の議論についての理論的な検討を行った。 
 ②複数次元の理論的な関係についての総合的検討 
 各次元の理論枠組みについて、年数回の研究会をオンラインで開催し、違う次元の立場からの
比較検討を行い、マルチレベルでの分析枠組みの構築を目指した取組を行った。 
(2) 顧客志向的な行動や認知の活性化に関する実証分析 
個別次元、マルチレベルでの理論的な検討を踏まえて、認知に関するコンピュータ・シミュレ

ーションや援助行動に関するポリシー・キャプチャリング、サーベイ調査、役割外行動に関する
サーベイや代表事例研究を用いて、行動変容に関する実証的な分析も行った。また、顧客志向型
の組織文化や認知の活性化を目指した顧客志向型の組織変革に対する代表的な事例を中心に対
する分析を行った。さらに、日本のホテル・グループを対象にして、多店舗組織における店舗展
開において、サービス集中戦略と複数ブランドの展開のどちらかが業績に対する効果があるの
かについての２次的データの計量分析を行った。専門サービス産業での顧客関係と多角化の関
連について試論的な実証研究を行った。 
（3）代表的なサービス産業での人的資源管理施策の研究 
 組織の顧客志向性を高める人的資源管理政策としての特徴や有効性の検討を、典型事例を中
心に人的資源管理論や組織行動論の視点から、医療産業、ホテル産業、流通産業などを対象に検
討を行った。具体的には、薬局におけるかかりつけ薬剤師という顧客志向的な役割の転換、ホテ
ル産業での従業員での顧客志向的な行動を活性化する人的資源管理や訓練などの検討、農産物
や流通の企業における生産者志向から顧客志向への意識転換の取組についての検討を行った。 
 
４．研究成果 
 本研究は、顧客志向性の理論枠組の個別の次元の検討と、各次元の綜合にむけた理論的な検討
を行い、それに基づき、試論的な実証研究を行い、代表的なサービス産業での人的資源管理につ
いて、試論的な取組を行った。それらに関して、下記のようなに大きく 8 つの成果を得ることが
できた。 
（1）顧客志向型組織への組織変革の従来の研究 
 組織における顧客志向性の活性化については、既に述べたように、①個人（態度、認知、コミ
ュニケーション、感情労働など）、②チーム(または職場)（チーム学習、変革型リーダーシップ、
創造性など）、③組織（部門間協働の仕組み、コミュニケーション、市場志向組織文化など）、 
、④顧客関係（顧客との共創関係、マーケティング・コミュニケーションなど）の 4 つの次元で
別個に議論されてきた。だが、Mooreman and Day (2016)の MAKKORG モデルが示すように、顧
客志向的なマーケティング的な組織活動は、組織の持つ能力、構造、文化、人的資本のあり方が、
に強く影響される。Lee et al.(2019)は、顧客志向性を組織として活性化するには、顧客ニーズに
対して、柔軟に組織内部をネットワーク的に組み替えることが重要な要因だとする。従って、個
人の認知や態度、チームの学習、組織の文化、そして顧客関係の管理が全体として主対象とする
顧客グループからのニーズに柔軟に対応するようになるかが、鍵となるだろう。しかし、しばし
ば大企業は、組織の縦割り(サイロ化)が進むので、組織の柔軟な対応が困難となる。顧客志向的
なネットワーク組織への組織変革が全体的な理論的な課題となるだろう(若林,2021) 。 
（2）従業員水準での顧客志向性の活性化 
 まず、Mooreman and Day(2016)が指摘するように、従業員すなわち人的資本の水準において、
顧客志向性の活性化が重要となる。テイラー雅子（2019）は、ホスピタリティ産業において、顧
客志向的なリーダーシップの形成が現場において重要とした。そして、本間など（2019）もまた、
薬剤師の顧客志向的な活動を高める「かかりつけ薬剤師」の役割取得では、組織へのコミットメ
ントだけではなく、職務を変えようとするジョブ・クラフティングの積極的な取組が重要とした。
また、これに対する経営陣の支援も必要である。 



（3）チーム（職場）次元での活性化要因 
山尾 (2021)の産業組織心理学会や Asia Pacific Council On Hotel, Restaurant & Institutional 

Education(ApacCHRIE)2022 年大会の報告では、ポリシー・キャプチャリング法を持ちいて、サー
ビス従業員を対象にして、仮想シナリオで、外国人客への対応に関する同僚の援助行動の促進要
因について検討した。その結果、自己効力感の高さが一つの要因であることを指摘した。 
（4）組織水準での活性化要因 
①顧客志向的な認知と、探索行動、業績 

 サービス産業における企業の探索行動と価値創造について、顧客志向型組織を、イノベーショ
ン志向型組織と対比しながらカウフマンの NK モデルを応用したエージェント・ベースのコン
ピュータシミュレーションを用いて検証した(関口、呉, 2020)。その結果、顧客志向型組織は、顕
著なパフォーマンスを発揮するまでには、やや時間がかかる。他方で、経営環境の変化が激しい
ときには、顧客ニーズの変化に食らいつくので、一定程度業績を維持する傾向が見られた。この
ように認知構造の転換は、探索行動や業績に影響する可能性が示唆された。これを経営行動学会
等で報告した。 
 ②組織文化の変革要因 
 顧客志向的な組織となるには、組織文化が、外部志向的でかつ顧客志向的であることが基盤と
なる（Mooreman and Day, 2016）. 近年の組織文化論は、外部志向性を高めることがイノベーショ
ン促進の効果を持つので重視されてきたが、Mooreman and Day (2016)は、さらに顧客志向的分化
の活性化が、企業の組織としての顧客に対する見方や活動を大きく変えるとする。 
（5）顧客関係や組織間関係での活性化 
 顧客との関係においても、顧客志向性を活性化することが業績に影響すると思われる。顧客と
の信頼関係の構築は、新サービスの普及と定着に一定の効果を持つ(田原、若林、2021). 中本ら
は弁理士などの専門サービス企業が、顧客を拡張することと、サービスを多角化することが、業
績に与える影響を検討した(中本, 2020; 中本、野口、2019)。その結果、顧客の拡大は、業績にマ
イナスの影響を与えたが、他方でサービスの多角化が大規模組織では、業績にプラスの影響を与
えた。従って、高度な専門サービスでは、カスタマイゼーションを進めることが業績に影響する
ことが見られた。こうした点を EGOS や AIB 等で報告し、一定の評価を受けている。 
 また、同じく専門性の高い領域だが、大学発ベンチャーからの技術が、メーカー等によって、
商業的に利用されることも、組織間での顧客志向性を活性化する媒介者の働きによる。技術移転
機構（TLO）などの技術アソシエイツが、積極的に、大学発ベンチャーと利用者側の企業との架
橋を、境界連結活動を通じてすすめることが鍵となることを見いだした(林、坂井、山田, 2021)。 
 企業グループや顧客組織との連携に関しては、積極的にこうした組織間関係において、境界担
当者が、通常の組織間での縦割りや壁の問題の緩和を行うように、境界のマネジメントを行い、
知識の移転や活用を組織間で図ることが重要である。この場合には、企業グループや企業間の提
携において、シナジーが発生するといえるだろう(若林, 2020)。こうした観点から、日本のホテル
グループ 97 を対象に分析すると、複数ブランド展開企業よりも特定ブランドの集中戦略をとっ
ている企業の一室当たりの業績が上昇する傾向が見られ、こうした点を APacCHRIE2021 年大会
や日本観光経営学会等で報告している（若林、高井, 2022）。 
 ただ、顧客との関係や組織間での関係での顧客志向性活性化の影響については、まだ十分に進
んでおらず将来の課題となる。 
（6）複数の次元を統合する活性化への組織変革のあり方 
 これまで、個人、チーム、組織、顧客関係または組織間関係で、個別に顧客志向性の活性化が
論じられてきた。だが、複数の次元を統合しながら活性化する組織変革のあり方が重要な点であ
るだろう。既に Mooreman and Day(2016)らの MAKKORG モデルで示されたように、人的資源、
組織の能力、文化、構造の統合的な管理が、統合的な活性化を考える上で、出発点となるだろう。
そして、複数次元の統合に関しては、顧客志向的な組織文化の開発プロセス論は、具体的に統合
的な組織変革のあり方を考える上で示唆的である。組織文化を次の 5 段階で統合的に変革して
いくプロセスが統合的と考えられる (若林、野口、2020)。第一に、リーダーが外部志向のミッシ
ョンを示しコミュニケーション活性化する。第二に、経営陣が組織人外部志向の文化が持つ業績
への効果を示し変革への効果を示す。第三に、外部志向の文化を共有するように社員や組織構成
員への行動の変容を支援する。第四に、内部で文化に基づく行動の仕方の学習のしくみを構築す
る。そして、第五に、顧客志向型の価値，理念，行動パターン，象徴を構築し，新たな組織文化
の体現をする。これを若林・野口（2020）は、農業経営学会などで招待報告し、農産物企業や航
空企業などのいくつかの事例で検証した。 
（7）顧客志向性を活性化する人的資源開発 
 顧客志向性を活性化する従業員や管理職、経営者の能力開発や意識活性化は、サービス企業に
とって重要な経営課題であるだろう。これまで述べたように、顧客志向性の活性化は、組織活動
の水準を上げ、一定の業績や活動成果への効果が見られる。こうした点を踏まえて、今後は、効
果的な人的資源開発のあり方が重要な課題となる。山尾の研究にあるように、外国人客への対応
についての同僚援助行動の促進要因として、自己効力感の高さが重要であるとされた。こうした
点で、訓練を通じて外国人接客の自己効力感をあげることが肝要だろう。また、テイラー雅子は、
日本労働研究雑誌にてホスピタリティ産業において、顧客志向性の高度化に関して、戦略的な人
材の開発が重要と指摘した。本間らも、医療産業を対象にしながら、顧客志向性を役割で高める



際のジョブ・クラフティングの重要性を医療経営学会で指摘した。ただ、効果的な人的資源開発
のあり方の検討は今後の課題だろう。 
（8）産業による相違 
 ただ、顧客志向性のあり方や活性化も産業による違いがあることは見られた。本研究でも、ホ
テルなどの対人ザービス業から、知財管理などの専門サービス業、そして情報システムなどのシ
ステム化したサービス業の複数事例を検討してきたが、異なる面も多い。対人では、対顧客のサ
ービス・エンカウンターでの対応の高度化が重要だが、専門サービスやシステムサービスは、サ
ービス内容の高度化が焦点となる。今後は、こうした産業別の課題もあるだろう。 
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